
千葉県担い手確保・経営強化支援事業補助金等交付要綱 
 

制定 平成２８年１２月２０日 担い手第 ９４７号 

最終改正 令和 ８年 ６月 ８日 担い手第 ５２４号 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、農業従事者の減少と高齢化が進む中にあって、様々な経営  

課題を乗り越える担い手の育成・支援により持続可能な力強い農業の 

実現を図るため、千葉県担い手確保・経営強化支援事業実施要領（平成 

２８年１２月２０日付け担い手第９４７号。以下「担い手確保実施要領」

という。）、集落営農活性化プロジェクト促進事業実施要綱（令和４年 

３月３０日付け３経営第３１５６号農林水産事務次官依命通知。以下「集

落営農活性化実施要綱」という。）、千葉県経営体育成支援事業実施要領

（平成２５年４月１５日付け担い手第３５０号。以下「経営体実施要領」

という。）、千葉県地域農業構造転換支援事業実施要領（令和８年６日８

日付け担い手第５２４号。以下「構造転換実施要領」という。）に基づい

て行う事業に要する経費に対し、予算の範囲内において、当該市町村に対

し補助金を交付するものとし、その補助金の交付に ついては、担い手育

成・確保等対策事業費補助金等交付要綱（平成１２年４月１日付け１２構

改Ｂ第３５０号農林水産事務次官依命通知。以下「国交付要綱」という。）、

千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県規則第５３号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（経費及び補助率） 

第２条 第１条に規定する事業の区分、経費、事業実施主体及びこれに対する

補助率は、別表に定めるところによる。 

２ 前項に定めるもののほか、経営体実施要領第３のただし書の事業に 

要する経費は、同要領第３に掲げる事業において実施する事業に要する

経費としてみなすことができることとし、これに対する補助率は、農林 

水産省経営局長及び知事が別に定めるところによる。 

 

（交付対象者） 

第３条 前条の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その

他の団体にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役   

若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営

に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者

をいう。以下同じ。））が次の各号のいずれかに該当する者であるときは、

当該事業は、補助の対象とならない。 
一 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 
二 次のいずれかに該当する行為（ロ又はハに該当する行為であって、法令上
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の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした

者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を 

除く。） 
イ 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的

で、情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条

第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用 

する行為 
ロ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを 

知りながら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その

他の財産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 
ハ 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約

の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員である 

ことを知りながら、当該契約を締結する行為 
三 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
四 農地法等、関係法令を遵守しない者 

 

（交付の申請） 

第４条 規則第３条の規定による補助金の交付申請をしようとするときは、 

知事が定める期日までに千葉県担い手確保・経営強化支援事業補助金等

交付申請書（第１号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書を提出するに当たって、各事業主体において当該補助金

に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方 

消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に 

規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額

に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を  

乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下  

同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して  

申請しなければならない。 

ただし、申請時において当該補助金等に係る消費税仕入控除税額が 

明らかでない事業主体に係る部分については、この限りでない。 

 

（交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

１ 事業の内容の変更又は事業に要する経費の配分の変更（別表に規定す

る重要な変更に限る。）をする場合においては、知事の承認を受けること。 

２ 事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受ける  

こと。 

３ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難と 

なった場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

４ その他知事が必要と認める事項 
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（承認の手続） 

第６条 前条第１項又は第２項の規定による承認を受けようとするときは、 

千葉県担い手確保・経営強化支援事業補助金等変更（中止・廃止）承認 

申請書（第２号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（事業の着工） 

第７条 助成対象者は、事業に着工（機械等の発注を含む。以下同じ。）する 

場合は、原則として事業実施主体からの助成金の交付決定に基づき行う

ものとする。ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上

で、緊急かつやむを得ない事情が認められるときは、事業実施主体である

市町村が定める交付規則等（以下「市町村交付規則等」という。）におけ

る交付決定前着工に関する規定に基づき、助成対象者から事業実施主体

に交付決定前着工届が提出されている場合に限り、交付決定前に着工す

ることができるものとする。この場合、事業実施主体は、交付決定前着工

届報告書（第３号様式）を知事に提出するものとする。 

  ２ 事業実施主体は、助成対象者が第１項により交付決定前に着工する 

場合は、事業の内容が的確となり、かつ、助成金の交付が確実となってか

ら着工するよう指導するものとする。また、この場合、事業実施主体は、

交付決定までのあらゆる損失費用は助成対象者自らの責任となることを

了知させるものとする。 

    なお、事業実施主体は、助成対象者が交付決定前に着工した場合には、

交付申請書の備考欄に着工年月日及び交付決定前着工届の日付及び文書

番号を記載するものとする。 

  ３ 事業実施主体は、助成対象者が第１項により交付決定前に着工する 

場合は、事前にその理由を十分検討して必要最小限にとどめるよう助成

対象者を指導するほか、着工後においても必要な指導を十分に行うこと

により事業が適正に行われるようにするものとする。 

 

（状況報告） 

第８条 規則第１０条の規定による事業の遂行状況の報告は、当該補助金の 

交付の決定に係る年度の第３・四半期の末日現在において、千葉県担い手

確保・経営強化支援事業補助金等遂行状況報告書（第４号様式）を作成

し、当該四半期の最終月の翌月１５日までに知事に提出しなければなら

ない。 

２ 前項に定める時期のほか、事業の円滑適正な執行を図るため、知事が 

必要であると認めるときは、市町村長に対して当該補助金の遂行状況 

報告を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第９条 市町村長が、規則第１２条の規定による実績報告をしようとするとき

は、補助事業の完了した日から起算して１か月を経過した日又は補助金
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の交付の決定に係る会計年度の終了日のいずれか早い期日までに千葉県

担い手確保・経営強化支援事業補助金等実績報告書（第５号様式）を知事

に提出しなければならない。 

２ 市町村長が、補助事業の実施期間内において、県の会計年度が終了し

たときは、規則第１２条後段の規定により、翌年度の４月１５日までに 

千葉県担い手確保・経営強化支援事業補助金等年度終了実績報告書（第６

号様式）を知事に提出しなければならない。 

３ 第４条第２項のただし書により交付の申請をしたときは、第１項の 

実績報告書を提出するに当たって、第４条第２項ただし書に該当した 

各事業実施主体において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らか

になった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならな

い。 

４ 第４条第２項のただし書により交付の申請をしたときは、第１項の 

実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により

当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額 

（前項の規定により減額した各事業実施主体については、その金額が減

じた額を上回る部分の金額）を千葉県担い手確保・経営強化支援事業補助

金等の消費税仕入控除税額報告書（第７号様式）により速やかに知事に 

報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければなら

ない。 

また、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合 

又は当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合であっても、その

状況等について、当該補助金の額の確定のあった日の翌年５月３０日 

までに、同様式により知事に報告しなければならない。 

 

（交付の請求） 

第１０条 規則第１５条の規定により補助金の交付の請求をしようとするとき

は、千葉県担い手確保・経営強化支援事業補助金等交付請求書（第８号

様式）を知事に提出しなければならない。 
 

（概算払の請求） 

第１１条 規則第１６条の規定による概算払を受けようとするときは、千葉県

担い手確保・経営強化支援事業補助金等概算払請求書（第９号様式）を

知事に提出しなければならない。 

 

 

（財産管理） 

第１２条 市町村長は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産 

（以下「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後におい

ても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金等の交付の目的に

従って、その効率的運用を図らなければならない。 
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２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれ

るときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 

（財産の処分の制限） 

第１３条 規則第２１条第１項第４号及び第５号の規定により知事が定める 

財産は、それぞれ１件の取得価格が５０万円以上のものとする。 

２ 規則第２１条第１項に定める財産の処分を制限する期間は、補助金

等交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）を勘案して、農林畜水産業関係補助金等交付  

規則（昭和３１年４月３０日農林省令第１８号）第５条により定める

処分制限期間（以下単に「処分制限期間」という。）とする。 

３ 市町村長は、処分制限期間中において、処分を制限された取得財産等

を処分しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければ 

ならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、補助事業を行うに当たって、補助対象物件

を担保に供し、自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融資 

から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金融機関名、制度 

融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が

第４条第１項の規定により提出された交付申請書に記載してある場合

は、規則第６条の規定による交付決定通知をもって、次の条件により

交付決定者の承認を受けたものとみなす。 

（１）担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか

高い金額に補助率を乗じた金額を納付すること 

（２）本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないこと 

５ 第３項の承認に当たっては、承認に係る取得財産等の残存価値相当

額又は処分により得られた収入の全部又は一部を県に納付することを

条件とすることがある。 

 

（補助金等の経理） 

第１４条 市町村長は、補助事業についての帳簿を備え、他の経理と区分して 

補助事業の収入及び支出を記載し、補助金等の使途を明らかにして 

おかなければならない。 

２ 市町村長は、前項の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類

又は証拠物を整備して前項の帳簿とともに補助事業の完了の日の  

属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管しておかなければ 

ならない。 

３ 市町村長は、取得財産等においては、前項の規定にかかわらず、  

当該取得財産等の処分制限期間中、前項に規定する帳簿等に加え財産

管理台帳（第１０号様式）その他関係書類を整備保管しなければなら

ない。 

４ 前項に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、 
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台帳のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、 

電磁的記録によることができる。 

 

（書類の経由） 

第１５条 規則又はこの要綱の規定により知事に提出する書類は、所管の農業 

事務所の長を経由するものとする。 

 

（暴力団密接関係者） 

第１６条 規則第１７条第１項第３号の知事が定める者は、第３条第２号又は

第３号に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である 

場合にあっては、その役員等が同項各号のいずれかに該当する者であ

る法人その他の団体）とする。 

 

附則 この要綱は、平成２８年１２月２０日から施行する。 

 

附則 

 １ この要領は、令和３年９月１０日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例

によるものとする。 

 

附則 

 １ この要領は、令和４年１月２１日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例

によるものとする。 

 

附則 

 １ この要領は、令和４年５月１３日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例

によるものとする。 

 

附則 

１ この要綱は、令和６年２月１４日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例 

によるものとする。 

 

附則 

１ この要綱は、令和６年５月２１日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例 

によるものとする。 

 

附則 

１ この要綱は、令和７年９月１７日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例 
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によるものとする。 

附則 

１ この要綱は、令和７年１０月２７日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例 

によるものとする。 

 

附則 

１ この要綱は、令和８年６月８日から施行する。 

２ この通知の改正前までに実施している事業については、なお従前の例 

によるものとする。 
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別表 

区分 経費 交付先 補助率 

重要な変更 

経費の配
分の変更 

事業の内容
変更 

１ 千葉

県担い手

確保・経

営強化支

援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 事業費 

 担い手確保実施要領

第５の１に基づいて行

う事業に要する経費 

 

２ 市町村附帯事務費 

１の経費に係る事業

の実施に関し、指導監督

等を行うのに要する経

費 

市町村 

 

 

 

 

 

 

 

定額、1/2

以内 

 

 

 

1/2 以内 

経費の

配分の欄

に掲げる

１及び２

の経費の

相互間に

おける経

費の増減 

１ 事業内

容の新設又

は廃止 

２ 事業実

施主体の変

更 

３ 事業費

の 30％を超

える増又は

国庫補助金

の増 

４ 事業費

又は国庫補

助金の 30％

を超える減 

 

 

２ 集落

営農活性

化プロジ

ェクト促

進事業 

１ 助成事業費 

 集落営農活性化実施

要綱第３の５の（２）の

ウの（イ）に基づいて行

う事業に要する経費 

 

市町村 定額、1/2

以内 

 

 

 

 １ 事業内

容の新設又

は廃止 

２ 事業実

施主体の変

更 

３ 事業費

の 30％を超

える増又は

国庫補助金

の増 

４ 事業費

又は国庫補

助金の 30％

を超える減 
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３ 千葉

県経営体

育成支援

事業 

１ 事業費 

 経営体実施要領別表

１に基づいて行う事業

に要する経費 

 

２ 市町村附帯事務費 

１の経費に係る事業

の実施に関し、指導監督

等を行うのに要する経

費 

市町村 

 

 

 

 

定額、 

3/10 以内 

 

 

 

1/2 以内 

経費の

配分の欄

に掲げる

１及び２

の経費の

相互間に

おける経

費の増減 

１ 事業内

容の新設又

は廃止 

２ 事業実

施主体の変

更 

３ 事業費

の 30％を超

える増又は

国庫補助金

の増 

４ 事業費

又は国庫補

助金の 30％

を超える減 

４ 千葉

県地域農

業構造転

換支援事

業 

１ 事業費 

 構造転換実施要領第

４に基づいて行う事業

に要する経費 

 

２ 市町村附帯事務費 

 １の経費に係る事業

の実施に関し、指導監督

等を行うのに要する経

費 

 

市町村 定額、 

3/10 以内 

 

 

 

1/2 以内 

経費の

配分の欄

に掲げる

１及び２

の経費の

相互間に

おける経

費の増減 

１ 事業内

容の新設又

は廃止 

２ 事業実

施主体の変

更 

３ 事業費

の 30％を超

える増又は

国庫補助金

の増 

４ 事業費

又は国庫補

助金の 30％

を超える減 

 


